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 前章にて、法基通 9-2-32 に規定する形式基準は、あくまで例示である旨を確認したが、その考えを





(1) 京都地裁平成 18 年事件 
 
第一審：京都地裁平成 18 年 2 月 10 日判決12（棄却） 
控訴審：大阪高裁平成 18 年 10 月 25 日判決13（棄却） 
上告審：最高裁平成 19 年 3 月 13 日判決14（上告不受理） 
 
本稿では、これらの判決を「京都地裁平成 18 年事件」とする。 
 
①事件の概要 
原告 X 社の代表取締役 A は、平成 14 年 3 月 31 日付けで代表取締役を辞任し取締役に就任した。
X 社はこの分掌変更に関して、平成 14 年 3 月 31 日に臨時株主総会及び取締役会において決議された
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(1) 東京地裁平成 20 年事件 
 
第一審：東京地裁平成 20 年 6 月 27 日判決17（確定） 
 
本稿では、当判決を「東京地裁平成 20 年事件」とする。 
 
①事件の概要 
原告 Y 社の代表取締役 B は、持病が悪化し手術や通院の必要があったことから、平成 16 年 7 月 31
日に代表取締役を辞任し、非常勤監査役に就任した。Y 社は B に対する退職慰労金 4,500 万円を、同
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(2) 長崎地裁平成 21 年事件 
 
第一審：長崎地裁平成 21 年 3 月 10 日判決18（確定） 
 
本稿では、当判決を「長崎地裁平成 21 年事件」とする。 
 
①事件の概要 
Z 社の取締役 C は、平成 16 年 6 月 25 日付けで取締役を辞任し、監査役に就任した。Z 社は C に対
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(3) オーナー株主の分掌変更における役員退職給与が是認された事案に関する考察 
 



























1. 法人税基本通達 9-2-32 の検討 
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下では、分掌変更に伴う役員退職給与に係る上記 3 つの裁判例及び平成 18 年 11 月 28 日裁決28、東
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「合理的な辞任理由」の 4 点を挙げている。 
しかしながら、本稿では、実質判定の基準の明確化を主張しつつも、例示に代わる新たな判定基準
を示すことまではできなかった。上記 4 点のポイントは、裁判所が、「実質的に退職したと同様の事
情」にあるかどうかの判定を行う際に、重きを置いていると考えられる点を挙げたものであって、全
ての分掌変更に伴う役員退職給与の支給ケースに当てはまるものではない。 
特に、法人の規模や種類、実態ごとの具体的指標については、勤務関係の性質や労働条件、退職金
制度等といった法人ごとの違いを加味する必要があると考える。そうでなければ、適用基準が曖昧で
あるという本通達の現状の問題点が解決されない。そのため、今後も条文の改正や裁判例等に注視し
つつ、当課題解決に向けて研究を重ねていくこととしたい。 
 
 
以上 
